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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

      記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 新株予約権、新株予約権付社債及び旧転換社債等を発行していないため、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益は記載しておりません。 

４ 第28期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 16,967 17,434 14,554 13,719 13,594 

経常利益（百万円） 1,143 1,029 675 725 881 

当期純利益（百万円） 628 631 417 256 500 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 3,560 3,560 3,560 3,560 3,560 

発行済株式総数（千株） 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300 

純資産額（百万円） 10,276 10,682 10,857 10,861 11,073 

総資産額（百万円） 13,799 13,984 14,976 14,330 14,634 

１株当たり純資産額（円） 718.66 743.56 755.78 756.07 770.90 

１株当たり配当額（内１株当

たり中間配当額）（円） 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

１株当たり当期純利益（円） 43.96 40.65 25.73 14.43 31.51 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 74.5 76.4 72.5 75.8 75.7 

自己資本利益率（％） 6.2 6.0 3.9 2.4 4.6 

株価収益率（倍） 27.44 18.15 36.14 53.22 26.82 

配当性向（％） 31.9 34.4 54.4 97.0 44.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
71 664 618 1,091 1,216 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
826 1,034 △983 △789 △875 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△197 △197 △199 △199 △200 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
1,286 2,788 2,223 2,325 2,466 

従業員数（人） 1,027 1,073 1,082 1,021 1,002 



２【沿革】 

年月 経歴 

昭和51年４月 ㈱真和コンピュータ・ターミナルを東京都豊島区に設立（資本金200万円）、オフィスコンピュ

ータ（OPS）の販売、ソフトウェア開発、データパンチ受託等の業務を開始 

昭和51年11月 東京都渋谷区に本社移転 

昭和58年９月 関西地区進出のため、㈱真和スタディー・エイドの全株式を取得 

商号を㈱大阪真和コンピュータに変更し、子会社として発足（資本金200万円） 

昭和61年６月 日立エスケイソフトウェア㈱、日立エスケイシステムエンジニアリング㈱が、日立ソフトウェア

エンジニアリング㈱の子会社として設立（資本金各5,000万円） 

昭和61年10月 ㈱真和コンピュータに商号変更 

昭和62年10月 西日本地区の販売力強化のため、子会社㈱大阪真和コンピュータの株式の30％を大阪読売販売開

発㈱に譲渡、商号を㈱よみうりソフトに変更 

平成２年１月 子会社㈱よみうりソフトの資本金を2,000万円に増資し、大阪読売販売開発㈱の出資比率を50％

に変更 

平成６年４月 ㈱真和コンピュータ、日立エスケイソフトウェア㈱、日立エスケイシステムエンジニアリング㈱

の３社が合併し、総合ソリューションプロバイダーを目指した日立エスケイビジネスソリューシ

ョン㈱が発足（資本金２億２千万円、本社：神奈川県横浜市中区、渋谷事務所：東京都渋谷区） 

平成６年12月 パーソナルコンピュータ（PC）のユニロードサービス事業の開始、戸塚事業所（神奈川県横浜市

戸塚区）を開設 

平成７年７月 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との「保守業務の分担に関する覚書」を締結 

平成７年９月 業容の拡大に対応するため、本部制を事業部制に変更 

平成８年３月 流通ハード及びソフトの業務知識を活用し、インストールサービス事業を開始 

平成８年８月 高島町事業所（神奈川県横浜市西区）を設置 

平成９年４月 日立ビジネスソリューション㈱に商号変更 

平成10年６月 営業部門、管理部門の強化を図るため、営業本部及び管理本部を設置 

平成10年７月 幕張事業所（千葉県千葉市美浜区）を設置 

平成10年12月 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との「保守業務の分担に関する覚書」を改訂 

平成11年３月 「システムインテグレータ企業」として通商産業省（現、経済産業省）より認可 

平成11年12月 公募新株300万株発行により資本金35億6,000万円 

平成11年12月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

平成13年１月 Java技術を使ったソフトウェアの部品化、再利用促進のため、㈱コンポーネントスクエアの設立

に出資 

平成13年２月 大阪営業所を開設（大阪府大阪市中央区） 

平成13年３月 東京証券取引所市場第一部に株式上場 

平成14年10月 本社を神奈川県横浜市鶴見区に変更するとともに、分散事業所を集約し、東京都品川区に本社事

務所を移転（移転後事業拠点：本社事務所、戸塚事業所、大阪営業所） 

平成15年７月 プライバシーマーク認定付与取得 

平成16年５月 本社事務所を横浜みなとみらい21地区に移転（移転後事業拠点：本社事務所、戸塚事業所、大阪

営業所） 

平成16年10月 環境ISO14001認証取得 

平成17年２月 ㈱宣研を設立発起人とする新会社㈱プライブ・シェルターの設立に出資 

平成17年３月 ISO9001認証取得 

平成18年２月 プラス情報システム株式会社の株式の取得（子会社化）に関する譲渡契約の締結 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所、関連会社㈱よみうりソフ

ト、㈱プライブ・シェルター、及び親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関連会社㈱よみうりコンピュータ

で構成され、ハードウェアとパッケージソフトを組合せたシステム構築を主体とするシステムソリューション提供事

業及びコンピュータソフトウェアの開発等のソフトソリューション提供事業、並びに、ハードウェアの販売・付帯す

るサービス提供事業を行っております。 

 当社の事業分野と当社企業集団の関係は次のとおりであります。 

システムソリューション事業…当社が、開発したパッケージソフトを中心にハードウェアを組合せ、また、顧客業

務ソフトウェアの開発を含めたシステム構築を行い販売しております。また、構築

されたシステムの一部を親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作

所、関連会社㈱よみうりソフト、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関

連会社㈱よみうりコンピュータに提供しております。 

ソフトソリューション事業……当社が、ソフトウェアの開発、保守業務を担当し販売するほか、親会社日立ソフト

ウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所が製造販売しているソフトウェアの一部

を当社が提供しております。 

サービスソリューション事業…上記のシステムソリューション事業とソフトソリューション事業を統合してサービ

スソリューション事業としております。 

情報機器・サービス事業………当社が、ソフトウェアインストール、パソコン組立、ソフトウェアの品質評価等各

種サービスを親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱に提供するほか、親会社

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所からコンピュータ、ＯＡ機器

等を仕入れ、当社が販売しております。 



 事業の系統図は、次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ ＊：有価証券報告書を提出しております。 

２ 議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数。 

５【従業員の状況】 

(1）従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合の結成はありません。従業員代表制を採っており、必要の都度従業員代表と意見交換をおこなっており

ます。その結果、労使関係は相互信頼のもと安定的に維持されております。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

主要な事業の
内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

議決権
の被所
有割合 
（％） 

関係内容 

（親会社） 

＊ 

日立ソフトウェア 

エンジニアリング㈱ 

横浜市鶴見区 34,182 
ソフトウェア

の開発・販売 
－ 53.9 

販売用パソコン等の仕入

及びサービスソリューシ

ョンの提供ならびにパソ

コンの組立て・検査等の

サービスの提供 

役員の兼任等…有 

（親会社） 

＊ 

㈱日立製作所 

東京都千代田区 282,033 
電気機械器具

の製造・販売 
－ 

53.9 

(53.9) 

情報処理機器等の仕入及

びサービスソリューショ

ンの提供 

（関連会社） 

㈱よみうりソフト 
大阪市北区 40 

ソフトウェア

の開発・販売

及び情報機器

販売 

50.0 － 

当社が開発した新聞販売

店向け顧客管理システム

の販売 

役員の兼任等…有 

（関連会社） 

㈱プライブ・ 

   シェルター 

東京都港区 40 

情報処理サー

ビスの提供及

びソフトウェ

アの開発・販

売 

25.0 － 

システムソリューション

の提供 

役員の兼任等…有 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,002 34.8 11.7 5,605,707 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度の日本経済は、企業収益の改善に伴い景気は、回復から拡大基調へと変化してきております。 

一方、情報サービス産業は、顧客の情報化投資に対するコストパフォーマンスや提案内容の差別化要求は一段と

強まり、加えて、アジア諸国の台頭とオフショア開発の進展は価格競争の激化をもたらしております。そのため、

市場ニーズにマッチした魅力ある独自製品を持つことが、ＩＴ業界で生き残るための必須条件であると考えており

ます。 

こうした状況のもと、積極的な受注活動を推進するとともに、市場ニーズに基づいたパッケージや新ソリューシ

ョンを開発し、新たな事業分野の開拓に努めてまいりました。 

システムソリューション事業では、ＣＲＭ分野において、新聞販売店向けシステム「NewsSystem」のセキュリテ

ィ強化版を開発し、販売を開始しました。また、調剤薬局向け「薬歴管理システム」のWeb機能強化版を受注・納

品し、新規顧客の拡大をいたしました。 

 セキュリティ分野では、携帯電話でシンクライアント環境を実現するセキュアブラウザ「Ａ３Browser（エー・
キューブ・ブラウザ）」を新たに開発し、携帯電話、ＰＤＡ、ＰＣからインターネットを経由して安全・確実に

オフィスのＰＣにリモートアクセスできる「DoMobileCSE」、ＰＤＡと他装置を結ぶインターネットの中に高信頼

性の通信路を提供するクライアントソフトウェア「DOVPN」、安全にファイルを持出すことができる「モバイル割

符」に続くセキュリティ関連製品の品揃えと情報漏洩防止に対するソリューションサービスの強化を実現しまし

た。加えて日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の秘文パッケージ・シリーズ製品について開発協業による新ビジ

ネスの展開を開始いたしました。 

EC/EDIソリューション分野では、ＥＤＩパッケージ「Windyシリーズ」の改定版を電子機器部品サプライヤ業界

及び自動車部品サプライヤへ多数納品いたしました。 

ストレージ応用分野については、厖大なメールデータの効率よい管理（確実な保管と検索の容易性を追求）を行

う「メールアーカイブソリューション」及び「データライフサイクルマネジメントに着目したサービス」の品揃え

を強化し、受注・納品いたしました。 

レガシーマイグレーション分野では、提案営業活動を展開した結果、産業向け大型案件等を受注いたしました。

更にトピックスとして、従来より専門家の間で評判の高かった天文シミュレーションソフト「TheSky」を初心者

向けに再構成した「TheSkyLite」が、日立製作所のパソコン「PriusDeck」にバンドルソフトとして採用されまし

た。 

 当事業の売上高は、２３億５千８百万円（前期比１億８千９百万円(7.4％)減）となりました。 

ソフトソリューション事業では、金融・保険業界向け「代理店用マスター照会システム」を受注・納品いたしま

した。公共分野では、「農業統計システム」、「自治体合併に伴うシステム統合」、「配送物管理システム」他多

数を受注・納品いたしました。産業・流通分野では、「不動産業向け顧客管理システム」、「メディア業向け経理

システム」、「化学産業向け予実算管理システム」を受注・納品し、顧客の拡大並びに受注の拡大に注力してまい

りました。 

また、最近注目されている組込みソフト分野では、第3世代携帯電話において動画・静止画を含むマルチメディ

ア対応アプリケーション及び新通信サービス対応ソフト開発の受注を拡大してまいりました。 

 当事業の売上高は、１０２億９千７百万円（前期比４億８千３百万円(4.9％)増）となりました。 

情報機器・サービス事業では、従来どおり情報機器の販売とソフトウェアのインストールなどの付帯サービスの

提供を行っていますが、利益幅の薄い機器販売を圧縮させてきております。これにより、システムソリューション

及びソフトソリューションの両事業からなるサービスソリューション事業への資源の集中を推進しております。 

 当事業の売上高は、９億３千８百万円（前期比４億１千９百万円(30.9％)減）となりました。 

経営体質強化の面においては、提案から構築・運用に至るまでの更なるシステムソリューション力強化を目指し

て、システムエンジニアの育成・増強に努めてまいりました。今後とも総合力強化の実現に向けて、研究開発投

資、人材育成、先端技術取込みに積極的に取組んでまいります。 

平成１６年度から、より一層の事業拡大、体質改善、情報発信を主眼とした全社運動「High Spirit 200」を推

進し、プロジェクトマネジメント力の強化、事業部横断的管理による不採算案件の減少など成果が着実に出ており

ます。 

以上の結果当事業年度において、 

受注高は   １３５億６千５百万円（前期比 ９９％） 

売上高は   １３５億９千４百万円（前期比 ９９％） 

経常利益は    ８億８千１百万円（前期比１２１％） 

当期純利益は   ５億円     （前期比１９５％）を計上致しました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少等により、前事業年度

末に比べ１億４千万円増加し、当事業年度末は２４億６千６百万円（前期比6.0％増）となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度において営業活動による資金の増加は、１２億１千６百万円（前期比11.5％増）となりました。こ

れは主に、税引前当期純利益８億４千７百万円、売上債権の減少額４億６千５百万円、減価償却費２億９千５百

万円、退職給付引当金の増加額１億５千３百万円等による増加と、法人税等の納付額５億６千３百万円等による

減少によるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度において投資活動による資金の減少は、８億７千５百万円（前期比８千６百万円の減少）となりま

した。これは主に、投資有価証券等の取得等による減少額６億２千１百万円、無形固定資産の取得による支出１

億１千９百万円等による減少によるものであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度において財務活動による資金の減少は、２億円（前期比０百万円の減少）となりました。これは主

に、配当金の支出によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当事業年度における事業区分ごとの生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、販売価格によります。 

(2) 受注状況 

 当事業年度における事業区分ごとの受注状況は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 当事業年度における事業区分ごとの販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 
対前期比 
（％） 

サービスソリューション 

システムソリューション 2,376 17.4 94.2 

ソフトソリューション 10,356 75.7 109.4 

小計 12,732 93.1 106.2 

情報機器・サービス 938 6.9 69.1 

合計 13,670 100.0 102.4 

区分 受注高（百万円） 構成比（％） 
対前期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

サービスソリューション 

システムソリューション 2,125 15.7 75.4 320 

ソフトソリューション 10,297 75.9 107.7 276 

小計 12,423 91.6 100.3 596 

情報機器・サービス 1,142 8.4 87.2 262 

合計 13,565 100.0 99.1 859 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 
対前期比 
（％） 

サービスソリューション 

システムソリューション 2,358 17.4 92.6 

ソフトソリューション 10,297 75.7 104.9 

小計 12,656 93.1 102.4 

情報機器・サービス 938 6.9 69.1 

合計 13,594 100.0 99.1 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱ 
9,154 66.7 8,070 59.4 

㈱日立製作所 1,332 9.7 1,859 13.7 



３【対処すべき課題】 

 お客様によるプロバイダの選別と淘汰が進む状況のもと、当社は高付加価値ソリューション事業への転換を

加速して行きます。また、当社独自の製品とソリューションを積極的に市場へ投入するとともに、ＳＥ力の強

化と日立グループの総力を活用した「トータルソリューション」をお客様に提供してゆくことを目指しており

ます。このため、以下の課題に全社一丸となって取り組んでまいります。 

①システムソリューション事業の拡大 

 社会潮流の先取り並びに市場への戦略的アプローチにより、他社に先駆けた新製品の開発が何より重要

であると考えております。このため、重点分野に焦点をあてた積極的研究開発投資を継続しております

が、今後も一層の投資拡大を図って行く必要があります。また、お客様にご指名いただけるソリューショ

ンプロバイダーを目指して、技術に裏打ちされたＳＥの増強を実現するため、ＳＥ教育の充実とともにプ

ロジェクトマネジメント力の強化に取り組んでまいります。さらには、営業力強化に向けたアライアンス

の促進、Ｍ＆Ａによる事業領域の拡大、並びに日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所等グ

ループ各社との連携強化による新規事業や新規顧客の開拓などの課題に取組んでまいります。 

②さらなる体質強化と意識改革 

 当社製品を顧客に安心して永く使用していただくこと、及び継続的に安定した実績を達成してゆくこと

は上場会社として重要な責務と考えております。このため、社内業務プロセスの整備、コンプライアンス

の強化、国際標準への対応、並びに信頼性向上、生産性向上などは、継続的な課題として取り組んでおり

ます。また、社内ＩＴシステムの高度化やCOSOフレームワークに準拠した内部統制の徹底も重要な課題と

捉えて対処してまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1)情報サービス産業における急速な技術革新と市場ニーズについて 

当社の属する情報サービス産業においては、高速・大容量ブロードバンドの普及、情報セキュリティ強化の

加速、次世代モバイルサービスの進展、e-Japan 戦略などの電子政府化等により、ＩＴ 投資の拡大が期待され

る一方、中国等アジア諸国の台頭による価格競争の激化のみならず、熾烈な技術開発競争が一層加速しており

ます。また、お客様の志向の変化も激しく、製品のライフサイクルも短縮しています。 

こうした状況下で、当社は変化の先取りに努め、すばやい対応をしてまいりますが、予想以上の急速な技術

進展や市場ニーズの変化に際して対応が遅れる場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 (2) 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との取引について（特定取引先の存在） 

当社のサービスソリューション及び情報機器・サービスの事業において、親会社である日立ソフトウェアエ

ンジニアリング㈱に対して、当社は多くのサービスソリューションを提供しております。当社の日立ソフトウ

ェアエンジニアリング㈱に対する売上高比率は平成18年3月期において未だ過半を占めておりますが、徐々に低

減してきております。当社は日立ソフトグループ外へ販売の拡大を図るとともに、当社ならではのソリューシ

ョンを提供しており、急激な売上げ減少が起こる可能性は低いと考えておりますが、日立ソフトウェアエンジ

ニアリング㈱が当社との取引関係において、事業方針を大幅に変更した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 (3)サービスソリューションの拡大による不採算案件の可能性について 

当社は得意分野へ資源を集中し事業規模の拡大を図っておりますが、当分野の事業には、技術、費用、納期

など多くの面でリスクが存在します。そのため当社では、サービスの提供にあたり、引合い、見積り、受注の

各段階からリスク管理の徹底、プロジェクト管理力の強化に努めるとともに、継続的に自社技術力の向上を図

ることにより、不採算案件の撲滅に取組んでおります。しかしながら、予想の範囲を超えて、納入後の不具合

の発生、開発途中での顧客システム仕様の変更要求、仕様追加の発生などがあった場合、追加工数の増加等に

より採算が悪化し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 (4)機密情報漏洩について 

当社は顧客の情報システムを構築・運用するために、やむを得ず顧客・個人情報等の機密情報を取り扱う場

合があります。そのため機密情報管理体制の整備、社員教育の徹底や機密情報漏洩防止ソフトウェアの使用等

により、ネットワークを通じた機密情報への侵入、情報データの持出し等による機密情報の漏洩を防止するよ

う対策しておりますが、不測の事態等によりこれらの情報が外部に漏洩された場合、信用の低下等により、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



 (5) 資産に係る時価の変動について 

当社の保有する有価証券等には、債券市場等の市場価格の変動等により、資産価値に影響を受けるものがあ

ります。当社は、トレーディングを目的とした資産の保有はしておりませんが、様々な要因による急激な市場

価格の下落により、資産価値の大幅な減少が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

６【研究開発活動】 

当社は従来より、ＩＴソリューション業界の厳しい競争に打克つため、他社差別化の重点項目として研究開発

を掲げて事業運営を進めております。目まぐるしく変化する外部環境を常に監視し、市場や顧客のニーズを先取

りした製品の開発、先端技術や蓄積したノウハウの製品化、並びに業界標準の取込みを基本戦略として、積極的

に研究開発に取組み、当事業年度は、２億４千２百万円を支出しました。 

当事業年度の研究開発の重点分野として、販売管理システム分野、セキュリティ分野、モバイル支援・組込み

システム分野、ストレージソリューション分野、レガシーマイグレーション分野において多数の研究開発を実施

しました。この結果、新聞販売店向けの「NewsSystem」のセキュリティ強化、調剤薬局向け「薬歴管理システ

ム」のWeb注1/セキュリティ機能の強化、携帯電話の業務利用で安全性を強化するクライアントソフト「A３

Browser(エー・キューブ・ブラウザ)」の新規開発、インターネットを介してPDAが安全な高信頼の通信を実現で

きるクライアントソフト「DOVPN」の新規開発、データのプリント出力や外部持ち出しに対するセキュリティ対策

ソフト数種の新規開発、EDI注2ソフト「Windyシリーズ」の機能強化、厖大なメールデータを確実に保管し高効率

の検索を可能にする「メールアーカイブソリューション」及び「データライフサイクルマネジメント関連ソリュ

ーション」の開発など、多くの製品やソリューションを製品化いたしました。 

（注）1.Web：World Wide Web（WWW）の略で、蜘蛛の巣（Web）状に張りめぐらされたインターネットで情報を 

共有するための代表的なシステムの１つ。単にインターネットを示すこともある。 

2.EDI：Electronic Data Interchangeの略で、企業間の情報交換をインターネットなどのネットワーク 

を介して行う電子データ交換。 

契約締結先 契約内容 契約期間 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 
当社のソフトウェア等の売上に関する基

本契約（基本契約書） 

平成９年４月１日から１年間 

（自動更新） 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 
当社の情報処理機器等の仕入に関する基

本契約（販売等基本契約書） 

平成９年４月１日から１年間 

（自動更新） 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱が

契約したシステムの稼動後に生じる全て

の維持・管理、改造・拡張、追加開発業

務を当社が行うことに関する覚書（保守

業務の分担に関する覚書） 

平成７年７月31日（平成10年12

月21日改訂）から１年間（自動

更新） 

㈱日立製作所 
当社の情報処理機器等の仕入に関する基

本契約（販売等基本契約書） 

平成16年４月１日から１年間 

（自動更新） 

㈱よみうりソフト 
当社の顧客／販売管理システム等の売上

に関する基本契約（販売基本契約書） 

平成９年４月１日から１年間 

（自動更新） 

㈱よみうりコンピュータ 
当社の顧客／販売管理システム等の売上

に関する基本契約（販売基本契約書） 

平成９年４月１日から１年間 

（自動更新） 

プラス㈱ 
プラス情報システム株式会社の株式の取

得（子会社化）に関する譲渡契約 

平成１８年２月９日から 

平成１８年４月３日 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。 

また、見積りに関する部分については、決算日時点において、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる

様々な要因に基づき見積りおよび判断をしております。 

 (2) 財政状態の分析 

（資産） 

当事業年度末の資産合計は主に、投資有価証券等の増加等により、前事業年度末に比べ３億４百万円増加し

１４６億３千４百万円となりました。 

①流動資産 

当事業年度末の流動資産合計は主に、売掛金等の減少と、親会社預け金（日立グループ・プーリング制度

預け金）等の増加により、前事業年度末に比べ２億３千５百万円減少し７４億９千２百万円となりました。 

②固定資産 

当事業年度末の固定資産合計は主に、投資有価証券の取得による増加等により、前事業年度末に比べ５億

３千９百万円増加し７１億４千２百万円となりました。 

（負債） 

当事業年度末の負債合計は主に、退職給付引当金等の増加等により、前事業年度末に比べ９千２百万円増加

し３５億６千万円となりました。 

①流動負債 

当事業年度末の流動負債合計は主に、未払法人税等の減少等により、前事業年度末に比べ６千６百万円減

少し２２億８千万円となりました。 

②固定負債 

当事業年度末の固定負債合計は主に、退職給付引当金等の増加により、前事業年度末に比べ１億５千８百

万円増加し１２億７千９百万円となりました。 

（資本） 

当事業年度末の資本合計は主に、当期純利益の計上、配当金の支払い等により、前事業年度末に比べ２億１

千２百万円増加し１１０億７千３百万円となりました。 

 (3) 経営成績の分析 

①売上高 

当事業年度の売上高は、前事業年度に比べ１億２千４百万円(△0.9%)減収の１３５億９千４百万円となりま

した。これは主に、利益幅の薄い情報機器販売の圧縮をおこない、情報機器・サービス事業の売上高が、前事

業年度に比べ４億１千９百万円(△30.9%)の減収となったことと、その一方で、当社の主力事業であるサービス

ソリューション事業（システムソリューション事業＋ソフトソリューション事業）へ経営資源の集中を行った

ことにより、当該事業が前事業年度に比べ２億９千４百万円(2.4%)の増収となったことによります。 

なお、各事業区分別の概況については、前掲の「第２事業の状況 １業績等の概要 (1)業績」に記載してお

ります。 

②売上原価 

当事業年度の売上原価は、前事業年度に比べ４億２千１百万円(△3.6%)減少の１１１億４千万円となりまし

た。これは主に、利益幅の薄い情報機器販売の圧縮をおこなったため、情報機器・サービス事業の売上高が減

収し当事業の売上原価が、前事業年度に比べ３億４千４百万円(△28.4%)の減少となったこと等によります。 

③販売費及び一般管理費 

当事業年度の販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ１億２千８百万円(8.6%)増加の１６億２千７百万

円となりました。これは主に、営業要員等の増加による給与諸手当等の増加等によるものであります。 



④営業利益 

上記①～③の結果、当事業年度の営業利益は、前事業年度に比べ１億６千７百万円(25.5%)増加の８億２千７

百万円となりました。 

⑤営業外損益 

当事業年度の営業外損益は、前事業年度に比べ１千２百万円(△18.7%)減少の５千４百万円の収益（純額）と

なりました。これは主に、前事業年度に計上されていた投資有価証券売却益２千５百万円がなくなったこと等

によります。 

⑥経常利益 

上記①～⑤の結果、当事業年度の経常利益は、前事業年度に比べ１億５千５百万円(21.4%)増加の８億８千１

百万円となりました。 

⑦特別損益 

当事業年度の特別損益は、前事業年度に比べ２億６千９百万円(△88.8%)損失が減少し、３千３百万円の損失

（純額）となりました。これは主に、前事業年度に計上されていた本社移転費用２億３千６百万円やソフトウ

ェアの一時償却６千４百万円等がなくなったことと、当事業年度に買収関連費用３千３百万円を計上したこと

によります。 

⑧税引前当期純利益・当期純利益 

上記①～⑦の結果、税引前当期純利益は、前事業年度に比べ４億２千４百万円(100.5%)増加の８億４千７百

万円となり、当期純利益は、前事業年度に比べ２億４千４百万円(95.3%)増加の５億円となりました。 

 (4) 戦略的現状と見通し 

当社が属する情報サービス業界では、新規参入、価格破壊による受注価格の低下等、企業間競争が一段と激

化し、選別と淘汰の時代が続いております。このような環境のもと、得意分野への資源集中による事業規模の

拡大と収益確保を目指し、各種重点施策を今後も継続し、東証１部上場企業としての社会的使命とコンプライ

アンスを強く自覚しながら目標達成に向け努力する所存です。 

 (5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社のキャッシュ・フローの状況については、前掲の「第２事業の状況 １業績等の概要 (2)キャッシュ・

フローの状況」に記載しております。 

 (6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社といたしましては、前掲の「第２事業の状況 ３対処すべき課題」に記載しております課題を全社一丸

となって取り組んでいくとともに、平成１６年度から、より一層の事業拡大、体質改善、情報発信を主眼とし

た全社運動「High Spirit 200」を推進しておりますが、プロジェクトマネジメント力の強化、事業部横断的管

理による不採算案件の減少など成果が着実に出ており、今後もこの取組みを更に深化させてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社は、当事業年度においては、主にソフトウェア開発の生産性向上及び省力化、合理化のためのコンピュータ機

器取得等の設備投資を行っております。 

当事業年度の設備投資は、49百万円であります。 

なお、生産設備投資は、各事業の生産活動に与える効果が密接不可分であるため、事業区分別の記載を省略してお

ります。 

又、事務合理化等のため、ソフトウェア投資を、36百万円行っております。 

設備投資等の内容 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

 （注）１ 事業所建物は全て賃借であります。 

２ 上記の他、リース設備としては複写機等で年間リース料は４百万円であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当事業年度末における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

なお、生産設備投資は、各事業の生産活動に与える効果が密接不可分であるため、事業区分別の記載を省略し

ております。 

また、重要な設備の除却等の計画はありません。 

設備の新設計画 

 （注） 上記設備計画による生産能力の増加については、ソフトウェア開発が技術者によって行われることから計数的

な把握が困難であるため、記載しておりません。 

投資区分 設備投資(百万円) ソフトウェア投資(百万円)

生産設備 18 12 

事務合理化設備 30 23 

合計 49 36 

 平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業区分 設備の内容 
賃借建物年間
賃借料 
（百万円） 

帳簿価額 
建 物 
（百万円） 

帳簿価額 
情報処理機器 
（百万円） 

従業員数 
（名） 

本社事務所 

（横浜市中区） 
全事業区分 

事務所及び 

生産設備 
164 72 68 993 

海老名事業所 

（神奈川県 

  海老名市） 

情報機器・サービス 生産設備 21 5 1 5 

大阪営業所 

（大阪市中央区） 

サービスソリューシ

ョン 
営業拠点設備 1 0 － 4 

合計 － － 187 78 70 1,002 

投資区分 所在地 設備等の主な内容 
投資予定金額
総額 
（百万円） 

投資予定金額
既支払額 
（百万円） 

資  金 
調達方法 

着手 完了予定 

 生産設備  横浜市中区  
 ソフトウェア開発用 

 情報処理機器  
90 －  自己資金  平成18年４月  平成21年３月 

 事務合理化設備  横浜市中区 
 業務システム用機器 

 及びソフトウェア 
180 －  自己資金  平成18年４月  平成21年３月 

合計  － －  270 －  －  －  － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成12年５月19日の発行済株式総数増加は、１：1.1の割合による株式分割であります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式105株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に５株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が24単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,300,000 14,300,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 14,300,000 14,300,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成12年５月19日 1,300,000 14,300,000 － 3,560 － 4,554 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 31 19 55 31 － 4,673 4,809 － 

所有株式数（単元） － 9,712 525 78,088 1,950 － 52,721 142,996 400 

所有株式数の割合

（％） 
－ 6.79 0.37 54.61 1.36 － 36.87 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記大株主のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 372千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱ 76千株、資産管理サー

ビス信託銀行㈱ 33千株 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,400株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数24個は、含めておりませ

ん。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式５株が含まれております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニア

リング㈱ 
神奈川県横浜市鶴見区末広町１－１－43 7,700 53.85 

関口邦夫 埼玉県川口市上青木西 420 2.94 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－11 403 2.82 

日立ビジネス社員持株会 横浜市中区桜木町１－１－８ 325 2.27 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱ 
東京都港区浜松町２－11－３ 114 0.80 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 113 0.79 

小川由晃 和歌山県和歌山市紀三井寺 100 0.70 

資産管理サービス信託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－12晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
86 0.61 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 85 0.60 

寺井順一 石川県加賀市動橋町 53 0.37 

計 － 9,401 65.75 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,299,500 142,971 － 

単元未満株式 普通株式         400 － 
一単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数 14,300,000 － － 

総株主の議決権 － 142,971 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 日立ビジネス 

 ソリューション㈱ 

横浜市鶴見区末広

町一丁目１番地８ 
100 － 100 0.0 

計 － 100 － 100 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営目標と位置づけております。 

株主に対する配当につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、情報サービス業界の特性

に対処して会社の競争力を維持・強化し、財務体質の強化を図り、配当水準と配当性向を勘案し、総合的に決定

してまいります。 

上記方針に基づき、当期末配当は平成18年６月21日の第31回定時株主総会において１株につき７円00銭と決議

されました。中間配当（１株当たり７円00銭）と合わせ、当期の１株当たりの配当金は年14円00銭、配当性向は

44.4％となりました。 

内部留保につきましては、経営体質の強化及び将来の事業展開に備えることとし、それ等のために活用してま

いりたいと思います。 

 （注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月26日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,850 1,254 1,060 950 917 

最低（円） 1,001 670 715 690 712 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 790 819 882 917 899 873 

最低（円） 746 770 786 802 804 808 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

代表取締役 

取締役社長 

  木村 伊九夫 昭和21年12月14日生 昭和44年４月 ㈱日立製作所入社 11 

平成８年８月 同社ソフトウェア開発本部副本

部長 

平成12年１月 同社金融・流通システムグルー

プサービス事業部長 

平成14年４月 同社情報・通信グループＣＯＯ

兼ＳＡＮソリューション事業部

長 

平成15年４月 当社社長付 

平成15年６月 専務取締役事業企画本部長 

平成16年６月 代表取締役・取締役社長（現

在） 

常務取締役   桑原 善祥 昭和23年７月28日生 昭和46年４月 ㈱日立製作所入社 3 

平成14年４月 同社情報・通信グループＳＡＮ

ソリューション事業部長付 

平成15年６月 当社パッケージソリューション

事業部長 

平成16年６月 取締役パッケージソリューショ

ン事業部長兼ストレージソリュ

ーション推進本部長 

平成17年６月 常務取締役(現在) 

取締役   小川 健夫 昭和14年３月23日生 昭和40年４月 ㈱日立製作所入社 － 

平成３年２月 同社ソフトウェア開発本部副本

部長 

平成６年２月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱開発事業部次長 

平成７年６月 同社取締役 

平成９年６月 同社常務取締役 

平成11年６月 同社専務取締役 

平成15年６月 同社代表執行役 執行役社長兼取

締役  

平成18年６月 当社取締役（現在） 

平成18年６月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱相談役（現在） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

取締役 第１業

務シス

テム事

業部長 

橋本 宝 昭和22年9月27日生 昭和46年４月 ㈱日立製作所入社 1 

平成11年８月 日立西部ソフトウェア㈱入社 

平成12年４月 ㈱日立システムアンドサービス

入社 

平成15年12月 当社業務システム事業部次長 

平成16年４月 第１業務システム事業部長 

平成17年６月 取締役第１業務システム事業部

長（現在） 

取締役 事業企

画本部

長兼ビ

ジネス

サポー

ト本部

長 

大西 博久 昭和27年5月5日生 昭和50年４月 ㈱日立製作所入社 3 

平成12年１月 同社金融・流通システムグルー

プ流通システム事業部流通・サ

ービスシステム本部長 

平成16年４月 同社情報・通信グループ流通シ

ステム事業部事業主管 

平成17年４月 当社事業企画本部長 

平成17年６月 取締役事業企画本部長 

平成18年２月 取締役事業企画本部長兼ビジネ

スサポート本部長(現在) 

取締役 第２業

務シス

テム事

業部長 

奥村 昭 昭和23年3月11日生 昭和46年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社 

2 

平成13年４月 同社開発事業部ネットワーク本

部長 

平成16年６月 同社理事開発事業部ネットワー

ク本部長 

平成17年10月 同社理事テレコムシステム事業

部副事業部長 

平成18年４月 当社理事第２業務システム事業

部長 

平成18年６月 取締役第２業務システム事業部

長（現在） 

取締役 経理部

長 

黒澤 謙一 昭和25年12月11日生 昭和49年４月 ㈱日立製作所入社 2 

平成16年６月 ㈱日立オープンプラットフォー

ムソリューションズ執行役員 

平成17年10月 日立電子サービス㈱入社 

平成18年１月 当社社長付 

平成18年４月 当社経理部長 

平成18年６月 取締役経理部長（現在） 

取締役 営業本

部長 

山内 吉朗 昭和25年7月30日生 昭和49年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社 

2 

平成15年９月 同社営業統括本部ソリューショ

ン第２営業本部長 

平成17年４月 同社 公共社会システム事業部社

会・公共ソリューション営業本

部長 

平成18年４月 当社営業本部長 

平成18年６月 取締役営業本部長（現在） 

 



 （注）１ 監査役 桑原弘美、茂村 力は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。 

    ２ 取締役 小川健夫は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

監査役 

（常勤） 

  小木曽 健 昭和20年１月２日生 昭和43年４月 日立システムエンジニアリング

㈱入社 

3 

昭和46年２月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社 

平成９年２月 同社開発事業部ネットワーク本

部長 

平成11年６月 当社取締役基本ソフト事業部長 

平成15年６月 常務取締役基本ソフト事業部長 

平成16年４月 常務取締役 

平成17年６月 監査役（現在） 

監査役   桑原 弘美 昭和20年８月23日生 昭和43年４月 ㈱日立製作所入社 － 

平成12年10月 同社情報・通信グループ統括本

部副本部長 

平成13年４月 同社情報・通信グループ統括本

部ＣＳＯ 

平成13年６月 同社常務 

平成15年４月 同社専務兼経営戦略部門長 

平成15年６月 同社執行役専務 

平成16年６月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱執行役副社長兼取締役

（現在） 

平成16年６月 当社監査役（現在） 

監査役   茂村 力 昭和24年７月17日生 昭和50年４月 ㈱日本債券信用銀行入行 － 

平成12年８月 同行ロンドン駐在員事務所長 

平成13年３月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社 

同社経理部専任部長 

平成13年６月 当社監査役（現在） 

平成15年３月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱グループ会社室長（現

在） 

        計 28 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方  

当社は、コーポレートガバナンスを経営上の重要課題と認識しており、当社役員及び社員の行動規範として

「日立ビジネスソリューション企業行動基準」を制定して、公正かつ透明な企業行動、法と正しい企業倫理に

基づく行動、経営及び技術情報の価値の尊重等について徹底を図っております。 

 (2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

   ① 会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度を採用しており、社外取締役１名、社外監査役２名の体制をとるとともに、定款に定め

る取締役の任期を１年とすることで、取締役の職務執行成果を単年度毎に評価できるようにしており、コンプ

ライアンス重視の経営体制を実現しております。 

  ②会社の機関・内部統制の関係 

   ③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社は、既に、日立グループ全体の取組みに従い、米国SO法対応のため、COSO（米国トレッドウェイ委員会

組織委員会）フレームワークに準拠した内部統制システムの整備を推進しております。 

 また、平成18年5月30日に開催された取締役会で、会社法によって義務付けられた内部統制システムの決議を

行い、社内の体制を整えております。社内各機関の役割としては、内部統制の方針を取締役会が決議し、その

方針に基づいて、インターナルコントロール委員会が内部統制システムの有効性確認を行ないます。委員会の

報告に基づき、取締役社長は有効性評価を行ない、監査役に評価内容を報告することとしております。 



   ④ 内部監査及び監査役監査の状況 

（内部監査） 

 当社の内部監査は監査室を担当部署として、全社を対象に実施しております。監査室は、営業取引、資材取

引、経理業務、生産管理、労務管理等業務全般の処理や財産の管理が適正に行なわれているかについて、当社

が定めた監査基準に従って調査及び評価を実施し、その結果に対し必要な改善事項を指摘し、改善状況のフォ

ローアップを行なっております。 

 また、監査室は内部監査に関する計画、及び監査結果を随時、監査役に報告しております。 

（監査役監査） 

 監査役による社内状況監査は監査役会の年間スケジュールに基づき実施され、随時、監査役による聴取が実

施されております。 

 また、監査役は会計監査人から、監査計画及び監査の結果について報告及び説明を受けるとともに、必要に

応じて打合わせの機会を持つなど情報交換を行い、相互の連携を高めております。 

   ⑤ 会計監査の状況 

 公認会計士監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、月次及び、期末に監査を実施

していただいております。具体的には下表の通りです。 

   ⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役１名は、親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング(株)から選任しております。平

成18年6月21日に開催された定時株主総会においてもこの体制を継続しております。社外取締役には、当社開催

の取締役会に出席いただくとともに、随時経営に関し的確な意見を述べていただいております。 

 また、社外監査役２名についても日立ソフトウェアエンジニアリング(株)から選任しております。平成18年6

月21日に開催された定時株主総会においてもこの体制を継続しております。社外監査役には、当社開催の取締

役会に出席いただくとともに、監査役による監査役会に出席いただき、健全な会社運営を行うための監査の方

法、及びその内容を検討いただき、監査を実施していただいております。 

 (3) リスク管理体制の整備の状況 

 内部統制の拡充は、企業統治の中で経営効率及び企業活動の正当性確保（適正な財務報告、コンプライアン

ス等）のために不可欠な要素であると考えております。 

 当社は内部統制システムを構築運用し、法令遵守を確保するため、組織(インターナルコントロール委員会

等)・各種会社規則(日立ビジネスソリューション企業行動基準等)を定め、全体統制の観点から、取締役の業務

の執行の適法性を確認しております。 

 また、社内の法令違反行為予防のために「コンプライアンス通報制度」を運用しております。 

 公認会計士監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、月次及び期末に監査を実施し

ております。 

 顧問弁護士につきましては、森・濱田松本法律事務所と顧問契約を締結し、法律問題が生じた際に必要に応

じてアドバイスをいただいております。 

会計監査業務を執行した  

公認会計士の氏名  
土井 英雄 氏、青栁 好一 氏  

所属する監査法人名 新日本監査法人  

監査業務に係る補助者の構成 公認会計士２名、会計士補５名 



 (4) 役員報酬の内容 

(注)１．定額報酬の支給人員には、平成17年6月21日に退任した取締役２名及び監査役１名、平成18年1月31

日に退任した取締役１名が、それぞれ含まれております。 

２．商法第２６９条または商法第２７９条の規定に基づく報酬額は次のとおりです。 

 取締役 １２百万円（月額）以内（平成11年６月10日定時株主総会決議による報酬限度額） 

 監査役  ５百万円（月額）以内（平成11年６月10日定時株主総会決議による報酬限度額） 

３．定額報酬（取締役）の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与（３７百万円）が含まれており

ます。 

４．賞与金（取締役）の支給額には、前期利益処分による取締役賞与金及び使用人兼務役員の使用人分

賞与金（１４百万円）が含まれております。 

５．当社は、監査役に対して賞与金を支給しておりません。 

 (5) 監査報酬の内容 

  （平成17年４月１日から平成18年３月31日までの１年間）

  定 額 報 酬 賞  与  金 退 職 慰 労 金 

  支給人員 
（名） 

支 給 額 
（百万円） 

支給人員 
（名） 

支 給 額 
（百万円） 

支給人員 
（名） 

支 給 額 
（百万円） 

取 締 役 11 111 10 63 2 24 

監 査 役 4 16 － － 1 5 

合  計 15 127 10 63 3 30 

当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法

律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬
 10百万円

上記以外の業務に基づく報酬   1 

合  計  11 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第30期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第30期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第31期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人によ

り監査を受けております。 

３ 連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 



１【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     421     320   

２ 受取手形     2     2   

３ 売掛金 ※１   4,010     3,545   

４ 有価証券     805     841   

５ 商品     9     3   

６ 仕掛品     107     161   

７ 親会社預け金     1,904     2,145   

８ 繰延税金資産     446     458   

９ 未収入金     16     16   

10 その他     9     1   

11 貸倒引当金     △5     △3   

流動資産合計     7,727 53.9   7,492 51.2 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1）建物   102     117     

減価償却累計額   △23 79   △39 78   

(2）工具器具備品   264     228     

減価償却累計額   △193 71   △156 71   

(3）建設仮勘定     45     －   

有形固定資産合計     196 1.4   149 1.0 

２ 無形固定資産               

(1）営業権     351     271   

(2）ソフトウェア     333     270   

(3）施設利用権     1     1   

無形固定資産合計     686 4.8   543 3.7 

３ 投資その他の資産               

(1）投資有価証券     3,845     4,336   

(2）関係会社株式     30     30   

(3）長期前払費用     279     278   

(4）繰延税金資産     365     473   

(5）長期定期預金     900     1,000   

(6）差入敷金保証金     155     170   

(7）保険積立金     －     151   

(8）その他     143     7   

投資その他の資産合計     5,719 39.9   6,448 44.1 

固定資産合計     6,602 46.1   7,142 48.8 

資産合計     14,330 100.0   14,634 100.0 

     
 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金 ※１   562     488   

２ 未払金 ※１   25     14   

３ 未払費用 ※１   1,090     1,150   

４ 未払法人税等     383     264   

５ 未払事業所税     16     17   

６ 未払消費税等     186     240   

７ 前受金     31     38   

８ 預り金     26     32   

９ プログラム補修引当金     22     35   

流動負債合計     2,347 16.4   2,280 15.6 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     1,019     1,172   

２ 役員退職慰労引当金     102     107   

固定負債合計     1,121 7.8   1,279 8.7 

負債合計     3,468 24.2   3,560 24.3 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   3,560 24.8   3,560 24.3 

Ⅱ 資本剰余金               

  資本準備金   4,554     4,554     

資本剰余金合計     4,554 31.8   4,554 31.1 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   110     110     

２ 任意積立金               

(1) プログラム等準備金   176     159     

(2) 特別償却準備金   20     14     

(3) 別途積立金   1,500     1,600     

３ 当期未処分利益   937     1,110     

利益剰余金合計     2,744 19.2   2,994 20.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    3 0.0   △34 △0.2 

Ⅴ 自己株式 ※４   △0 △0.0   △0 △0.0 

資本合計     10,861 75.8   11,073 75.7 

負債・資本合計     14,330 100.0   14,634 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   

１ サービスソリューショ
ン売上高 

 12,361 12,656   

２ 情報機器・サービス売
上高 

 1,357 13,719 100.0 938 13,594 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1,3   

１ サービスソリューショ
ン売上原価 

 10,351 10,273   

２ 情報機器・サービス売
上原価 

 1,210 11,561 84.3 866 11,140 81.9

売上総利益  2,157 15.7 2,454 18.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 1,498 10.9 1,627 12.0

営業利益  659 4.8 827 6.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  4 10   

２ 有価証券利息  39 41   

３ 投資有価証券売却益  25 －   

４ 雑収益  5 74 0.6 10 61 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 固定資産除却損  4 6   

２ 投資有価証券売却損  － 1   

３ 施設利用権評価損  2 －   

４ 雑損失  0 7 0.1 0 7 0.1

経常利益  725 5.3 881 6.5

Ⅵ 特別損失    

１ 買収関連費用  － 33   

２ 本社移転費用  236 －   

３ ソフトウェア一時償却  64 －   

４ ゴルフ会員権売却損  2 303 2.2 － 33 0.3

税引前当期純利益  422 3.1 847 6.2

法人税、住民税及び事
業税 

 443 441   

法人税等還付額  170 －   

法人税等調整額  △105 166 1.2 △94 346 2.5

当期純利益  256 1.9 500 3.7

前期繰越利益  781 709 

中間配当額  100 100 

当期未処分利益  937 1,110 

     



売上原価明細書 

ａ サービスソリューション売上原価 

（脚注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    

当期仕入高  475 567 

情報機器・サービスか
らの振替高 

 104 152 

当期材料費  580 5.4 719 6.5

Ⅱ 労務費  6,509 60.2 6,363 57.6

Ⅲ 外注加工費  2,974 27.5 3,168 28.7

Ⅳ 経費 (1) 745 6.9 801 7.2

当期総製造費用  10,810 100.0 11,053 100.0 

期首仕掛品たな卸高  415 103 

合計  11,226 11,156 

他勘定への振替高 (2) 771 728 

期末仕掛品たな卸高  103 154 

当期売上原価  10,351 10,273 

     

前事業年度 当事業年度 

(1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。 (1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。 

厚生費 103百万円

旅費 89 

賃借料 121 

減価償却費 187 

厚生費 80百万円

旅費 106 

賃借料 127 

減価償却費 152 

保守料 69 

(2)他勘定への振替高の主な内訳は下記のとおりでありま

す。 

(2)他勘定への振替高の主な内訳は下記のとおりでありま

す。 

情報機器・サービスへの作業

費振替高 
484百万円

研究開発費への振替高 230 

市場販売目的ソフトウェアへ

の振替高 
34 

自社利用ソフトウェアへの振

替高 
19 

情報機器・サービスへの作業

費振替高 
 404百万円

研究開発費への振替高 239 

市場販売目的ソフトウェアへ

の振替高 
43 

自社利用ソフトウェアへの振

替高 
22 

原価計算の方法 原価計算の方法 

 個別受注品については、個別原価計算を採用してお

ります。 

同左 



ｂ 情報機器・サービス売上原価 

（脚注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 商品    

期首商品たな卸高  2 9 

当期商品仕入高  742 577 

サービスソリューショ
ン等への振替高 

  105 153 

期末商品たな卸高  9 3 

当期商品原価  630 87.3 428 92.2

Ⅱ 経費 (1) 91 12.7 36 7.8

当期総製造費用  721 100.0 465 100.0 

期首仕掛品たな卸高  7 3 

合計  729 468 

他勘定からの振替高 (2) 484 404 

期末仕掛品たな卸高  3 6 

当期売上原価  1,210 866 

     

前事業年度 当事業年度 

(1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。 (1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。 

保守料 87百万円 保守料 31百万円

(2) 他勘定からの振替高はサービスソリューションから

の作業費振替高484百万円であります。 

(2) 他勘定からの振替高はサービスソリューションから

の作業費振替高404百万円であります。 

原価計算の方法 

 個別受注品については、個別原価計算を採用してお

ります。 

原価計算の方法 

同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

１ 税引前当期純利益   422 847 

２ 減価償却費   364 295 

３ 貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △1 △1 

４ プログラム補修引当金
の増減額（減少：△） 

  2 12 

５ 退職給付引当金の増減
額（減少：△） 

  160 153 

６ 役員退職慰労引当金の
増減額（減少：△） 

  △3 5 

７ 受取利息及び受取配当
金 

  △44 △52 

８ 有価証券売却益   △0 － 

９ 投資有価証券売却益   △25 － 

10 投資有価証券売却損   － 1 

11 その他の雑収益   △4 △9 

12 固定資産除却損   4 6 

13 施設利用権評価損   2 － 

14 資産棚卸損   － 0 

15 その他の雑損失   0 0 

16 本社移転費用   236 － 

17 ゴルフ会員権売却損   2 － 

18 買収関連費用   － 33 

19 売上債権の増減額（増
加：△） 

  773 465 

20 たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  309 △48 

21 前払年金費用の増減額
（増加：△） 

  102 1 

22 その他の流動資産の増
減額（増加：△） 

  △9 6 

23 仕入債務の増減額（減
少：△） 

  △962 △74 

24 未払費用の増減額（減
少：△） 

  29 59 

25 その他の流動負債の増
減額（減少：△） 

  △19 21 

小計   1,342 1,723 

 



    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

26 利息及び配当金の受取
額 

  67 83 

27 雑収益の受取額   3 7 

28 固定資産処分費用の支
払額 

  △0 △0 

29 雑損失の支払額   △0 △0 

30 本社移転費用の支払額   △131 － 

31 買収関連費用   － △33 

32 法人税等の支払額   △361 △563 

33 法人税等の還付額   170 0 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,091 1,216 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

１ 定期預金の預入による
支出 

  △600 △500 

２ 定期預金の払戻による
収入 

  200 400 

３ 有価証券の取得による
支出 

  △401 － 

４ 有価証券の売却・償還
による収入 

  600 800 

５ 有形固定資産の取得に
よる支出 

  △137 △62 

６ 有形固定資産の売却に
よる収入 

  0 48 

７ 無形固定資産の取得に
よる支出 

  △576 △119 

８ 無形固定資産の解約に
よる収入 

  － 12 

９ 投資有価証券の取得に
よる支出 

  △2,826 △2,624 

10 投資有価証券の償還に
よる収入 

  200 900 

11 投資有価証券の売却に
よる収入 

  2,919 302 

12 長期前払費用の取得に
よる支出 

  － △3 

13 差入敷金保証金の支払
による支出 

  △155 △15 

14 差入敷金保証金の戻入
による収入 

  0 0 

15 保険積立金の積立によ
る支出 

  △14 △29 

16 保険積立金の解約によ
る収入 

  － 14 

17 その他の投資等の取得
による支出 

  △5 － 

18 その他の投資等の戻入
による収入 

  7 0 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △789 △875 

 



    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

１ 配当金の支払額   △199 △200 

２ 自己株式の購入による
支出 

  － △0 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △199 △200 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

  101 140 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  2,223 2,325 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  2,325 2,466 

        



④【利益処分計算書】 

 （注）１ 上記（ ）内の年月日は、株主総会の決議日であります。 

２ プログラム等準備金及び特別償却準備金の取崩は、租税特別措置法の規定に基づくものであり、繰延税金相

当額控除後の数値で表示しております。 

   
前事業年度 

（平成17年６月21日） 
当事業年度 

（平成18年６月21日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  937  1,110

Ⅱ 任意積立金取崩額   

１ プログラム等準備金取
崩額 

 16 26 

２ 特別償却準備金取崩額  5 22 5 31

合計  959  1,142

Ⅲ 利益処分額   

１ 配当金  100 100 

２ 取締役賞与金  50 50 

３ 任意積立金   

 別途積立金  100 250 200 350

Ⅳ 次期繰越利益  709  792

    



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 (1）有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

同左 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

移動平均法による低価法 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

同左 

仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

(3）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法 

（但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。） 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物       ３～23年 

工具器具備品   ３～20年 

(3）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同左 

同左 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物       ３～23年 

工具器具備品   ４～20年 

無形固定資産 

定額法 

 但し、市場販売目的のソフトウェアについて

は、販売可能な見込有効期間（３年以内）に基づ

く定額法、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法によっております。 

無形固定資産 

同左 

同左 

(4）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収の可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(4）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

同左 

（ロ）プログラム補修引当金 

 プログラムの無償補修費用の支出に備えるた

め、将来発生見込額を計上しております。 

（ロ）プログラム補修引当金 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

（ハ）退職給付引当金 

同左 

 会計基準変更時差異については10年による均等

額を費用処理しております。 

同左 

 数理計算上の差異は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理する

こととしております。 

同左 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間による定額法により費用処理すること

としております。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、

平成17年3月1日付で厚生労働大臣より、厚生年

金基金制度及び適格退職年金制度からの移行の

認可を受け、新たにキャッシュバランスプラン

を導入した企業年金基金制度を新設しておりま

す。これに伴い、平成17年3月1日付で厚生労働

大臣より、厚生年金基金代行部分の過去分返上

の認可も受けております。なお、厚生年金基金

代行部分の将来分支給義務停止の認可は、平成

15年1月30日付で厚生労働大臣より受けており、

当該認可の日において代行部分に係る退職給付

債務と返還相当額の年金資産を消滅したものと

みなして処理しております。 

同左 

  

  

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、

平成17年3月1日付で厚生労働大臣より、厚生年

金基金代行部分の過去分返上の認可を受け、平

成17年9月20日に国に返還額（最低責任準備金）

の納付を行っております。これによる損益に与

える影響はありません。 

────── （会計方針の変更） 

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成

17年3月16日）及び「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第７号 平成17年3月16日）を適用

しております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づいて計算された額を計上しております。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 収益及び費用の計上基準 

 長期・大型の請負契約に基づくソフトウェア開発に

ついては、進行基準を適用しております。 

(5) 収益及び費用の計上基準 

同左 

(6) リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によ

っております。 

(6) リース取引の処理方法 

同左 

 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(7) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び、取得日から３ヶ月以内

に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資を計上しております。 

(7) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

(8) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(8) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

注記事項 

貸借対照表関係 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 差入敷金保証金の金額が資産総額の百分の一を超えた

ため、当事業年度より区分掲記いたしました。なお、前

事業年度は、投資その他の資産の「その他」に０百万円

含まれております。 

 ────── 

 ──────  保険積立金の金額が資産総額の百分の一を超えたた

め、当事業年度より区分掲記いたしました。なお、前事

業年度は、投資その他の資産の「その他」に136百万円含

まれております。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 区分掲記したもののほか、関係会社に対するもの

は次のとおりであります。 

※１ 区分掲記したもののほか、関係会社に対するもの

は次のとおりであります。 

売掛金 2,884百万円

買掛金 122 

未払金・未払費用 56 

売掛金      2,519百万円

買掛金 105 

未払金・未払費用 68 

 ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

 従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対

し、次のとおり債務の保証を行っております。 

 従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対

し、次のとおり債務の保証を行っております。 

（被保証人）従業員４人 39百万円 （被保証人）従業員４人 37百万円

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式

の総数 
普通株式 40,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 14,300,000 

会社が発行する株式

の総数 
普通株式 40,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 14,300,000 

※４ 自己株式 ※４ 自己株式 

当社が保有する自己

株式の数 
普通株式 85株

当社が保有する自己

株式の数 
普通株式 105株

５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は３百万円で

あります。 

────── 

  



損益計算書関係 

キャッシュ・フロー計算書関係 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売上高 10,696百万円

仕入高 355 

売上高 10,098百万円

仕入高 377 

※２ 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は概ね 

24％であります。 

主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は概ね

25％であります。 

主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

給与諸手当等 598百万円

退職給付費用 42 

役員報酬 72 

賃借料 41 

減価償却費 112 

研究開発費 253 

プログラム補修引当金繰入額 22 

役員退職慰労引当金繰入額 29 

給与諸手当等 675百万円

退職給付費用 42 

役員報酬 90 

賃借料 67 

減価償却費 140 

研究開発費 242 

プログラム補修引当金繰入額 35 

役員退職慰労引当金繰入額 33 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 253百万円

当期製造費用 － 

  合計 253 

一般管理費 242百万円

当期製造費用 － 

  合計 242 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

現金及び預金期末残高 421百万円

親会社預け金 1,904 

合計 2,325 

現金及び預金期末残高 320百万円

親会社預け金 2,145 

合計 2,466 



リース取引関係 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 3百万円

工具器具備品 1 

合計 5 

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 3 

合計 3 

期末残高相当額  

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 5 

合計 6 

期末残高相当額  

車両運搬具 3百万円

工具器具備品 4 

合計 7 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2百万円

１年超 4 

合計 6 

１年以内 2百万円

１年超 4 

合計 7 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

同左 



有価証券関係 

Ⅰ 前事業年度 

１ 売買目的有価証券（平成17年３月31日） 

 該当する有価証券はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

 該当する有価証券はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

その他有価証券 

非上場株式           40百万円 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（平成17年３月31日） 

    取得原価（百万円）   
貸借対照表計上額 

（百万円） 
  差額（百万円） 

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

(1) 株式   －   －   － 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   1,633   1,646   13 

その他   841   846   4 

(3) その他   －   －   － 

小計   2,474   2,492   17 

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 

(1) 株式   －   －   － 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   1,829   1,817   △11 

その他   301   301   △0 

(3) その他   －   －   － 

小計   2,130   2,119   △11 

合計   4,605   4,611   6 

売却額（百万円）   売却益の合計額（百万円）   売却損の合計額（百万円） 

3,119   25   － 

    １年以内（百万円）   
１年超５年以内 

（百万円） 
  

５年超10年以内 

（百万円） 
  10年超（百万円） 

(1）債券                 

国債・地方

債等 
  －   －   －   － 

社債   －   1,826   399   1,237 

その他   805   341   －   － 

(2) その他   －   －   －   － 

合計   805   2,168   399   1,237 



７ 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

８ 当事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）には時価のある関連会社株式はありません。

Ⅱ 当事業年度 

１ 売買目的有価証券（平成18年３月31日） 

 該当する有価証券はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

 該当する有価証券はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

その他有価証券 

非上場株式           40百万円 

    取得原価（百万円）   
貸借対照表計上額 

（百万円） 
  差額（百万円） 

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

(1) 株式   －   －   － 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   2,132   2,139   7 

その他   240   240   0 

(3) その他   －   －   － 

小計   2,372   2,379   7 

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 

(1) 株式   －   －   － 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   2,017   1,978   △38 

その他   806   779   △26 

(3) その他   －   －   － 

小計   2,824   2,758   △65 

合計   5,196   5,137   △58 

売却額（百万円）   売却益の合計額（百万円）   売却損の合計額（百万円） 

2,002   6   △7 



６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（平成18年３月31日） 

７ 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

８ 当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）には時価のある関連会社株式はありません。

デリバティブ取引関係 

 前事業年度については、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 当事業年度については、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

    １年以内（百万円）   
１年超５年以内 

（百万円） 
  

５年超10年以内 

（百万円） 
  10年超（百万円） 

(1）債券                 

国債・地方

債等 
  －   －   －   － 

社債   600   615   291   2,611 

その他   240   581   197   － 

(2) その他   －   －   －   － 

合計   841   1,196   488   2,611 



退職給付関係 

Ⅰ 前事業年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 企業年金基金制度は、当社及び親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱とその関係会社との連

合形態であり、年金資産は退職給付債務比率により当社年金資産相当額を算出しております。 

 また、当制度は、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成17年3月1日付で厚生労働大臣より、厚生年金基

金制度及び適格退職年金制度からの移行の認可を受け、新たにキャッシュバランスプランを導入して新設し

た制度であります。これに伴い、平成17年3月1日付で厚生労働大臣より、厚生年金基金代行部分の過去分返

上の認可も受けております。なお、厚生年金基金代行部分の将来分支給義務停止の認可は、平成15年1月30

日付で厚生労働大臣より受けており、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年

金資産を消滅したものとみなして処理しております。 

 退職一時金制度は、平成17年3月1日よりポイント制を導入しております。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注） 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △4,147 百万円

ロ 年金資産 2,483 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,664 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 28 

ホ 未認識数理計算上の差異 1,291 

ヘ 未認識過去勤務債務 △397 

ト 貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △741 

チ 前払年金費用 278 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △1,019 

イ 勤務費用（注） 404 百万円

ロ 利息費用 105 

ハ 期待運用収益 △80 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 5 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 78 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △1 

ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 511 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.5％ 

ハ 期待運用収益率 3.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 18年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より費用処理することとしております。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 18年～21年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定

額法により翌期から費用処理することとしております。）

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 10年 



Ⅱ 当事業年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 企業年金基金制度は、当社及び親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱とその関係会社との連

合形態であり、年金資産は退職給付債務比率により当社年金資産相当額を算出しております。なお、当制度

は、キャッシュバランスプランを導入した制度であります。 

 なお、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成17年3月1日付で厚生労働大臣より厚生年金基金代行部分の

過去分返上の認可を受け、平成17年9月20日に国に返還額（最低責任準備金）の納付を行っております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 退職一時金制度は、ポイント制を導入しております。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △4,399 百万円

ロ 年金資産 2,921 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,478 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 23 

ホ 未認識数理計算上の差異 934 

ヘ 未認識過去勤務債務 △375 

ト 貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △895 

チ 前払年金費用 276 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △1,172 

イ 勤務費用  350 百万円

ロ 利息費用 103 

ハ 期待運用収益 △86 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 5 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 77 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △22 

ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 428 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.5％ 

ハ 期待運用収益率 3.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 18年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より費用処理することとしております。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 18年～21年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定

額法により翌期から費用処理することとしております。）

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 10年 



税効果会計関係 

持分法損益等 

（前事業年度 自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社の関連会社は重要性に乏しいため記載を省略しております。 

（当事業年度 自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社の関連会社は重要性に乏しいため記載を省略しております。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金超過額 280百万円

未払賞与超過額 321 

未払事業税否認額 44 

プログラム補修引当金 9 

役員退職慰労引当金 41 

その他 241 

繰延税金資産 合計 938 

繰延税金負債  

プログラム等準備金損金算入

額 
109 

特別償却準備金損金算入額 9 

その他 7 

繰延税金負債 合計 126 

繰延税金資産の純額 811 

繰延税金資産  

退職給付引当金超過額  348百万円

未払賞与超過額 337 

未払事業税否認額 31 

プログラム補修引当金 14 

役員退職慰労引当金 43 

その他 257 

繰延税金資産 合計 1,032 

繰延税金負債  

プログラム等準備金損金算入

額 
91 

特別償却準備金損金算入額 5 

その他 3 

繰延税金負債 合計 100 

繰延税金資産の純額 932 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
1.7 

住民税等均等割等 0.6 

法人税額の特別控除税額 △1.7 

その他 △1.9 

税効果会計適用後法人税等の負

担率 
39.4 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.8 

住民税等均等割等 0.3 

法人税額の特別控除税額 △1.1 

その他 0.2 

税効果会計適用後法人税等の負

担率 
40.9 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しており

ます。 

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。 

(3) 不動産賃借料、設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。 

 （注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、親会社預け金以外の期末残高には消費税等を含んでおり

ます。 

２ 議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社であります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しており

ます。 

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。 

(3) 不動産賃借料及び設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。 

(4) 資金の寄託の利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 取締役 川村 隆は、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の取締役会長・代表執行役を兼務してお

り、取引内容及び取引金額の項目は、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との取引と同一であるため

記載を省略しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有 
割合（％）

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

日立ソ

フトウ

ェアエ

ンジニ

アリン

グ株式

会社 

東京都

品川区 
34,182 

ソフトウ

ェアの開

発・販売 

直接 53.9 

兼任３人

転籍４人

販売用パ

ソコン等

の仕入 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

パソコン

組立・検

査等のサ

ービス提

供 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

9,154 売掛金 2,335 

情報処理

機器等の

仕入 

90 買掛金 30 

不動産賃

借料他 
173 

未払

金・未

払費用 

12 

設備機器

等の購入

他 

506 未払金 － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有 
割合（％）

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

株式会

社日立

製作所 

東京都

千代田

区 

282,033 

電気機械

器具の製

造・販売 

間接 53.9 

兼任 －

転籍４人

情報処理

機器等の

仕入 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

1,332 売掛金 482 

情報処理

機器等の

仕入 

265 買掛金 90 

不動産賃

借料他 
40 

未払

金・未

払費用 

40 

設備機器

等の購入

他 

14 未払金 3 

資金の寄

託 
1,904 

親会社

預け金 
1,904 



(3）子会社等 

 子会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。 

(4）兄弟会社等 

 兄弟会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しており

ます。 

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。 

(3) 不動産賃借料、設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。 

 （注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、親会社預け金以外の期末残高には消費税等を含んでおり

ます。 

２ 議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社であります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しており

ます。 

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。 

(3) 不動産賃借料及び設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。 

(4) 資金の寄託の利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有 
割合（％）

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

日立ソ

フトウ

ェアエ

ンジニ

アリン

グ株式

会社 

東京都

品川区 
34,182 

ソフトウ

ェアの開

発・販売 

直接 53.9 

兼任３人

転籍２人

販売用パ

ソコン等

の仕入 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

パソコン

組立・検

査等のサ

ービス提

供 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

8,070 売掛金 1,889 

情報処理

機器等の

仕入 

125 買掛金 20 

不動産賃

借料他 
99 

未払

金・未

払費用 

12 

設備機器

等の購入

他 

3 未払金 － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有 
割合（％）

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

株式会

社日立

製作所 

東京都

千代田

区 

282,033 

電気機械

器具の製

造・販売 

間接 53.9 

兼任 －

転籍４人

情報処理

機器等の

仕入 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

サービス

ソリュー

ション等

の提供 

1,859 売掛金 571 

情報処理

機器等の

仕入 

251 買掛金 84 

不動産賃

借料他 
59 

未払

金・未

払費用 

52 

設備機器

等の購入

他 

23 未払金 3 

資金の寄

託 
2,145 

親会社

預け金 
2,145 



(2）役員及び個人主要株主等 

 取締役 川村 隆は、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の取締役会長・代表執行役を兼務してお

り、取引内容及び取引金額の項目は、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との取引と同一であるため

記載を省略しております。 

(3）子会社等 

 子会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。 

(4）兄弟会社等 

 兄弟会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。 

１株当たり情報 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権、新株予約権付社債及び旧転換社債等を発行

していないため、記載を省略しております。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 756円07銭

１株当たり当期純利益 14円43銭

１株当たり純資産額 770円90銭

１株当たり当期純利益 31円51銭

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 256 500 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 50 50 

（うち利益処分による取締役賞与金） (50) (50) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 206 450 

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,299 14,299 



重要な後発事象 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── プラス情報システム株式会社の株式取得（子会社化）に

ついて 

１．趣旨及び目的 

当社は、自社ソフトウェアパッケージを核とし

たＩＴソリューション事業に注力しており、特に

中小規模企業・自治体向けのトータルアプリケー

ション分野における事業拡大を目指しておりま

す。その一環として、司法書士向けソフトウェア

の最大手であるプラス情報システム株式会社を傘

下に入れ、パッケージの品揃え強化、並びに販売

チャネルの拡充を促進させることを目的として、

平成18年2月9日開催の当社取締役会において、プ

ラス情報システム株式会社の株式取得の決議を行

い、同日付でプラス情報システム株式会社の全株

式を所有しているプラス株式会社と株式譲渡契約

を締結し、平成18年4月3日付で実行いたしまし

た。 

２．契約の内容 

（１）被会社の概要 

①商号     プラス情報システム株式会社 

        （平成18年4月3日付で株式会社 

         ピスクへ商号変更） 

②所在地    東京都豊島区駒込３－３－２０ 

③事業内容   コンピュータシステム及び 

        ソフトウェアの企画・開発、 

        賃貸・販売等 

④資本金    50百万円 

⑤決算期    ５月20日 

⑥事業規模(平成17年５月期) 

        売上高 1,551百万円 

        総資産   919百万円 

        純資産   338百万円 

（２）取得する株式の数、取得価額及び取得後の 

   持分比率 

①異動前の所有株式数    －株 

           （所有割合 －％） 

②取得株式数     100,000株 

③異動後の所有株式数 100,000株 

           （所有割合 100％） 

④取得価額        750百万円 

（３）支払資金の調達及び支払方法 

 自己資金により平成18年4月3日に全額支払済み 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

該当する有価証券はありません。 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

（その他有価証券）     

㈱データ・アプリケーション 400 36 

㈱コンポーネントスクエア 80 4 

その他有価証券計 480 40 

投資有価証券計 480 40 

計 480 40 

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円） 

（有価証券）     

（その他有価証券）     

大日本インキ化学工業ユーロ債 100 100 

American Honda Finance Corporationユーロ

円債 
300 300 

第２回ホンダファイナンス社債 200 200 

JETS International Three #109ユーロ円債 240 240 

その他有価証券計 840 841 

有価証券計 840 841 

（投資有価証券）     

（その他有価証券）     

第27回三菱地所社債 500 514 

第71回オリックス社債 100 100 

BTM(Curacao)#673ユーロ円債 100 101 

Mizuho Finance Cayman Limited(Series21

4) ユーロ円債 
400 412 

BTM(Curacao)#727ユーロ円債 200 193 

Mizuho Finance(Aruba)A.E.C.(Series247) ユ

ーロ円債 
300 308 

Sumitomo Mitsui Banking Corporation(T0-40

5-7553)ユーロ円債 
200 202 

BTM(Curacao)#702ユーロ円債 200 197 

Mizuho Trust & Banking Co.,Ltd

(Series104) ユーロ円債 
100 97 

Mizuho Finance Cayman Limited

(Series242) ユーロ円債 
500 484 

BTM(Curacao)Holdings N.V.(Series702)ユー

ロ円債 
300 296 

Sumitomo Mitsui Banking Corporation(T0-

309-7553)ユーロ円債 
600 607 

VOYAGER LTD SERIES 269ユーロ円債 100 98 

MAZE LIMITED SERIES 79ユーロ円債 200 197 

VOYAGER S347 RGユーロ円債 500 483 

その他有価証券計 4,300 4,296 

投資有価証券計 4,300 4,296 

計 5,140 5,137 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 建物の当期増加額は、建物附属設備（間仕切り等）の取得であります。 

２ 工具器具備品の当期増加額は、主にパソコン等の新規取得であり、当期減少額は、主にパソコン等の陳腐化

に伴う滅却であります。 

３ 建設仮勘定の当期増加額は、有形固定資産の取得時に計上し、当期減少額は、本勘定科目への振替計上によ

るものであります。 

４ ソフトウェアの当期増加額は、販売用ソフトウェアの資産計上額85百万円及び、事務合理化等のソフトウェ

ア投資の資産計上額36百万円であります。 

５ 長期前払費用の当期増加額及び当期減少額は、前払年金費用の計上額及び決済額であります。 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 102 15 0 117 39 16 78 

工具器具備品 264 79 116 228 156 25 71 

建設仮勘定 45 49 95 － － － － 

有形固定資産計 412 144 211 345 196 41 149 

無形固定資産               

営業権 400 － － 400 128 80 271 

ソフトウェア 1,360 121 15 1,467 1,196 171 270 

施設利用権 1 － － 1 － － 1 

無形固定資産計 1,762 121 15 1,869 1,325 251 543 

長期前払費用 281 230 228 282 4 2 278 

繰延資産 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は、105株であります。 

２ 任意積立金の当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 3,560 － － 3,560 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （千株） (14,300) (－) (－) (14,300) 

普通株式 （百万円） 3,560 － － 3,560 

計 （千株） (14,300) (－) (－) (14,300) 

計 （百万円） 3,560 － － 3,560 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 4,554 － － 4,554 

計 （百万円） 4,554 － － 4,554 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 110 － － 110 

（任意積立金）（注）２           

プログラム等準備金 （百万円） 176 － 16 159 

特別償却準備金 （百万円） 20 － 5 14 

別途積立金 （百万円） 1,500 100 － 1,600 

計 （百万円） 1,806 100 22 1,884 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 5 3 1 4 3 

プログラム補修引当金 22 35 22 － 35 

役員退職慰労引当金 102 33 28 － 107 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(1）流動資産 

ａ 現金及び預金 

ｂ 受取手形 

イ 相手先別明細 

ロ 期日別内訳 

ｃ 売掛金 

イ 相手先別明細 

ロ 滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれています。 

ｄ 商品 

区分 金額（百万円） 

現金 － 

普通預金 320 

合計 320 

相手先 金額（百万円） 

ソニー㈱ 2 

合計 2 

期日 金額（百万円） 

平成18年６月 満期 2 

合計 2 

相手先 金額（百万円） 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 1,889 

㈱日立製作所 571 

㈱よみうりコンピュータ 241 

㈱ケイシステムマネージメント 105 

㈱宣研 101 

その他 635 

合計 3,545 

期首売掛金残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

期末売掛金残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（か月） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(D) ÷
(B) 
── 
12 

4,010 14,274 14,739 3,545 80.6 3.0 

区分 金額（百万円） 

ハードウェアキー 1 

ソフトウェア 1 

その他 1 

合計 3 



ｅ 仕掛品 

ｆ 親会社預け金 

(2）固定資産 

ａ 長期定期預金 

(3）流動負債 

ａ 買掛金 

ｂ 未払費用 

(4）固定負債 

ａ 退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

サービスソリューション 154 

情報機器・サービス 6 

合計 161 

区分 金額（百万円） 

日立グループ・プーリング制度預け金 2,145 

合計 2,145 

区分 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 600 

㈱みずほコーポレート銀行 400 

合計 1,000 

相手先 金額（百万円） 

㈱日立製作所 84 

ソフトブレーン㈱ 43 

㈱マリオン 24 

㈱エイ・クリエイション 23 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 20 

その他 293 

合計 488 

区分 金額（百万円） 

未払賞与 830 

社会保険料 148 

賃金 72 

その他 98 

合計 1,150 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 4,399 

年金資産 △2,921 

会計基準変更時差異の未処理額 △23 

未認識数理計算上の差異 △934 

未認識過去勤務債務 375 

前払年金費用 276 

退職給付引当金 1,172 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月末日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月末日 

株券の種類 
100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券並びに当会社が特に必要

と認めた株式数を表示した株券。 

中間配当基準日 ９月末日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社本店 

株主名簿管理人 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各取次所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額に発行に要する費用を加算した額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社本店 

株主名簿管理人 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各取次所 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 電子公告（http://hitachi-business.com/Koukoku/index.html） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等は、下記２社であり、両社とも継続開示会社であります。 

（注）株式会社日立製作所の上場証券取引所のうち、フランクフルト証券取引所については、 

   上場廃止を申請中であります。なお、ルクセンブルグ証券取引所については平成18年 

   ６月１日をもって、ユーロネクスト・アムステルダム及びユーロネクスト・パリの各 

   証券取引所ついては平成18年６月12日をもって、それぞれ上場を廃止しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第30期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月22日関東財務局長に提出。 

 (2) 半期報告書 

 （第31期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月27日関東財務局長に提出。 

親会社等の名称 
親会社等が発行する株券が上場されて

いる証券取引所等 

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 株式会社東京証券取引所 市場第１部 

株式会社日立製作所 株式会社東京証券取引所 市場第１部 

  株式会社大阪証券取引所 市場第１部 

  株式会社名古屋証券取引所 市場第１部 

  証券会員制法人福岡証券取引所 

  証券会員制法人札幌証券取引所 

  フランクフルト、ニューヨーク 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月21日

日立ビジネスソリューション株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土井 英雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若林 正和  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビ

ジネスソリューション株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立ビジ

ネスソリューション株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月21日

日立ビジネスソリューション株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土井 英雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 青栁 好一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビ

ジネスソリューション株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立ビジ

ネスソリューション株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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